















































ップ協定（Trans-Pacific Partnership: TPP）や米 EU 間の環大西洋貿易投
資パートナーシップ協定（Transatlantic Trade and Investment Partner-
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各国の個別利益を調整し実現するための原理としての側面を併せ持ってい
る。また、ドゥコー（E. Decaux）は、およそ客観的かつ無差別的な規律を
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志向する多数国間条約において特定国間で相互主義が援用されれば、同原理
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発展に応じて流動的








































が殊更に強調され、また、GATT 前文および WTO 設立協定前文、あるい
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確保という、極めて現実的・即物的な要請に根ざしている
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り回されてゆく































































　そのような中、1823年 2 月に商務院（Board of Trade）総裁に就任した
ハスキッソン（W. Huskisson）は、一連の関税改革や1823年の相互主義関
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各国が厳密な相互主義の追
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求を放棄すること

























































































































相互主義（the most perfect equality and reciprocity
（82）
）」に基づかなければ



















































































































































































































































政府の条件主義的解釈の是非が争われた Shaw v. United States 事件におい
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しようとするもの
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